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１  環境面の現状と 課題 

環境面の現状に お い て 、 ①カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル社会の実現、 ②気候変動への

対応、 ③森里川湖の自然資本の維持・ 保全、 ④ネ イ チ ャ ー ポ ジ テ ィ ブ の実践、 ⑤

サーキ ュ ラ ーエ コ ノ ミ ーへの移行、 ⑥環境基準の確認と 異状時の迅速な 対応の六

つの主要課題があり ま す。  

( 1)  温暖化（ カ ーボ ン ニ ュ ー ト ラ ル社会の実現）  

本市で は、 令和３ 年度（ 2021 年度） の温室効果ガ ス 排出量が 1, 006 千 t -

CO2 で 、 産業部門が 67 パーセ ン ト を 占め、 次い で 家庭部門が 13 パーセ ン ト 、

運輸部門が 11 パーセ ン ト 、 業務部門が 9 パーセ ン ト と な っ て い ま す。  

国際的に は、 パリ 協定に 基づ き 温暖化防止に 向け た 具体的な 対策が求めら

れて おり 、 日本国内で も 政府は令和 32 年（ 2050 年） ま で に温室効果ガ ス の

排出を 全体と し て ゼロ に する カ ー ボ ン ニ ュ ート ラ ルを 目指すと 宣言し て い ま

す 。 滋賀県に お い て も 、 カ ー ボン ニ ュ ート ラ ル社会の実現が重要な 政策課題

と し て 位置づけら れて い ま す。  

本市に お い て は、 排出量の約３ 分の２ を 占める 産業部門を はじ め、 家庭部

門や運輸部門に お いて も 、 エ ネ ルギー 効率の向上や低炭素技術の更な る 普及

が求めら れて い ま す。 温室効果ガ ス 排出量は減少傾向で す が、 市民・ 企業・

行政が一体と な り 、 持続可能な ま ち づ く り を 推進する こ と で 、 カ ー ボ ン ニ ュ

ート ラ ル社会の実現を 目指す必要があり ま す。  

 

図 ２ －１  温室効果ガ ス 排出量  

資料： 滋賀県推計  
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( 2)  気候（ 気候変動への対応）  

世界的に 温室効果ガ ス の影響に よ る 気温の上昇が顕著に な っ て お り 、 本市

で は昭和 53 年（ 1978 年） から 令和２ 年（ 2020 年） の約 40 年間で 年平均気

温が約 2. 6℃上昇し て い ま す。 こ の気温上昇は、 市民生活や農業、 自然環境

等に 多大な 影響を 及ぼし て い ま す。  

農業分野で は、 水稲の高温障害を はじ め、 病害虫の多発や生育時期のずれ

な ど 、 気候変動に 起因す る と 考え ら れる 現象が増加し て い ま す 。 ま た 、 河川

の水温上昇に よ り 、 ア ユ の産卵期の遅れやビ ワ マ ス の孵化率の低下な ど 水産

資源への悪影響も 報告さ れて い ま す。 さ ら に 、 大雨の増加やヒ ート ア イ ラ ン

ド 現象に よ る 熱中症患者の増加な ど 、 気候変動の影響と 考え ら れる 様々な 問

題が生じ て い ま す。  

近年、 日本を 含む世界各地で 記録的な 高温や台風の大型化、 豪雨、 洪水、

大規模な 山火事、 干ばつ の深刻化な ど 、 気候変動の影響と 言われる 事象が顕

在化し て お り 、 そ の被害も 深刻化し て い ま す。 こ う し た 状況に 対し て 、 政府

は令和２ 年（ 2020 年） 11 月に 「 気候非常事態宣言」 を 発出し 、 緊急行動を

呼びかけ ま し た 。 滋賀県にお いて も 、 平成 31 年（ 2019 年） １ 月に 「 滋賀県

気候変動適応セ ン タ ー 」 を 設置し 、 施策を 進めて い ま す。 本市に お い て も 、

気候変動の影響を 最小限に 抑制す る た めの具体的な 対応策が求めら れて い ま

す。  

 

図 ２ －２  年平均気温の経年 

資料： 彦根地方気象台に お け る 年平均気温の経年変化（ 1979～2020 年）  
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( 3)  自然環境（ 森里川湖の自然資本の維持・ 保全）  

本市は、 東に 鈴鹿山脈、 西に 琵琶湖を 擁し 、 標高 1, 000 メ ート ルを 超え る

山地から 丘陵地、 平野へと 広がる 多様な 自然環境を 有し て い ま す。 市の面積

は 388. 37 平方キロ メ ート ル（ 琵琶湖を 含む） で あ り 、 県全体の 9. 7 パーセ

ン ト を 占めて いま す。 地目別に見る と 、 森林が 56 パーセ ン ト 、 農地が 21 パ

ー セ ン ト 、 宅地が６ パー セ ン ト を 占めて い ま す 。 東部の山地部は「 鈴鹿国定

公園」 に 指定さ れて お り 、 多様で 豊かな 森林が広がっ て い ま す 。 鈴鹿山脈を

源流と す る 一級河川の愛知川や日野川を はじ め大小の河川が流下し 、 琵琶湖

へと 沖積平野が広がっ て いま す。  

特に 愛知川は、 源流から 琵琶湖ま で の流域が市域に 含ま れ、 多様な 自然の

変化を 見せて く れま す 。 愛知川が形成し た 扇状地に は田園地帯が広がり 、 各

所に 里山が点在し ま す 。 ま た 、 社寺林や河辺林、 水辺の湿生林な ど 、 多様な

植生が見ら れま す 。 中で も 、 愛知川沿い の河辺林の一部は、 環境省の「 ふる

さ と いき も のの里 100 選」 及び「 生物多様性保全上重要な 里地里山（ 重要里

地里山）」 に選定さ れ、 貴重な 動植物が多く 生息し て おり 、 里山の保全活動も

盛んに行われて い ま す。  

西部に位置する 琵琶湖は、「 琵琶湖国定公園」 や「 ラ ムサール条約湿地」 に

指定さ れて お り 、 湖岸に は砂浜が広がる 場所も あ り ま す。 ま た 、 西の湖に 次

い で 県内で ２ 番目に 大き な 内湖で あ る 伊庭内湖も 存在し て いま す。  

し かし 、 人と 自然のつ な がり が薄れて き た 近年で は山間部の森林に お い て

ニ ホ ン ジ カ の過採食に よ り 下層植生が失われた り 、 人工林の手入れが十分に

行き 届かず荒廃す る ほか、 里山に お い て は利用さ れず放置さ れた り 人の手が

入ら ず竹林が拡大し た り し て い ま す。 ま た 、 耕作放棄地が増加し て い る ほか、

愛知川上流の土砂堆積、 中下流の瀬切れや河床の低下と ア ーマ ーコ ート 化、

濁水の長期化、 湖辺の浜崖な ど 、 各所で 自然環境の悪化が進行し て い ま す。

こ のた め、 こ れら の多様な 自然資本を 維持・ 保全し 、 地域の原風景を 守る た

めの取組が求めら れて い ま す。  

国際的に は、 生物多様性の保全が持続可能な 社会を 構築する た めの中心的

な 課題と さ れて い ま す 。 本市も 、 こ れら の動向を 踏ま え 、 森里川湖の自然資

本の維持・ 保全に 向け た 具体的な 対策を 強化する 必要があり ま す。  
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( 4)  動植物（ ネ イ チ ャ ーポ ジ テ ィ ブ の実践）  

( 4)

本市に は、 多様な 自然環境と 豊かな 生態系が広がる 森里川湖があ り 、 こ れ

ら のほと んど が人々の関わり を 通じ て 維持さ れて き た 二次的自然で す。 こ の

地域に は、 森林生態系ピ ラ ミ ッ ド の頂点に 位置する ク マ タ カ な ど の猛禽類、

特別天然記念物のニ ホ ン カ モ シ カ を はじ め、 様々な 野生動物が生息し て い ま

す。 ま た 、 里山や内湖に は、「 滋賀県で 大切に す べき 野生生物-滋賀県レ ッ ド

デ ー タ ブ ッ ク -」 に 選定さ れた 多く の生物が生息し て い ま す 。 例え ば、 モ リ

ア オ ガ エ ルな ど の両生類やホ ト ケ ド ジ ョ ウ な ど の魚類も 確認さ れて いま す。  

し かし 、 近年で は森里川湖と 人々と のつ な がり が希薄に な り つ つ あ り ま す。

二次的自然は、 人の手が入ら な く な る と 遷移が進み、 そ の土地特有の動植物

が生息で き な く な る 可能性があ り ま す 。 ま た 、 生態系や農林水産業に 被害を

及ぼすと さ れる 特定外来生物が増殖し て お り 、 川や湖で はブ ラ ッ ク バス やブ

ルー ギル、 川辺や堤防、 道路脇で はオ オ バナ ミ ズキン バイ やナ ガ エ ツ ルノ ゲ

イ ト ウ、 オ オ キン ケ イ ギク な ど が確認さ れる よ う に な り ま し た 。  

こ のよ う な 状況を 受け 、 二次的自然で あ る 森里川湖の動植物の生息環境に

適切に 関わり な がら 保全する こ と が求めら れて い ま す 。 国際的に は「 ネ イ チ

ャ ーポジ テ ィ ブ 」（ 生物多様性の損失を 止め、 回復軌道に 乗せる こ と ） の実践

が強調さ れて お り 、 本市に お い て も 多様な 動植物が存続で き る よ う ネ イ チ ャ

ーポジ テ ィ ブ の実践が重要で す。  
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( 5)  廃棄物（ サーキュ ラ ーエ コ ノ ミ ーへの移行）  

本 市 で は 、 令 和 元 年

度 （ 2019 年度） を ピ ー

ク に ご み 排 出 量 が 減 少

傾 向 に あ り 、 令 和 ４ 年

度 （ 2022 年 度 ） に は

31, 819 ト ン 、 市民一人

１ 日 当 た り の ご み 排 出

量は 774 グ ラ ムと な っ て

い ま す 。 ま た 、 近 年 の

リ サ イ ク ル 率 は ８ パ ー

セ ン ト と な っ て い ま

す。  

国際的に は、 持続可能

な 形で 資源を 効率的、 循

環的に 利用する サーキ ュ

ラ ー エ コ ノ ミ ーへの移行

が求めら れ、 国内で も プ

ラ ス チ ッ ク 資源循環促進

法や食品ロ ス 削減推進法

な ど が導入さ れ、 地域に

お け る 資源循環の強化が

進めら れて い ま す 。 本市

で は、 こ れま で ペ ッ ト ボ ト ルの水平リ サイ ク ルや生ご みのた い 肥化等家庭ご

みの分別、 資源ご みの回収に よ り リ サイ ク ルの促進を 図っ て き ま し た が、 リ

サイ ク ル率を 更に 高めて い く た めに 、 市民のリ サイ ク ル意識向上や事業者と

の連携強化が重要で す 。 さ ら に 、 地域全体で ３ Ｒ （ リ デュ ース 、 リ ユース 、

リ サイ ク ル） 活動を 推進し 、 サー キュ ラ ー エ コ ノ ミ ー の実現に 向け た 取組が

必要で す。   

図 ２ －３  ご み排出量の推移 
資料： 東近江市のご み状況（ 令和４ 年度（ 2022 年度） 版）

図 ２ －４  リ サイ ク ル率の推移 
資料： 東近江市のご み状況（ 令和４ 年度（ 2022 年度） 版）
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( 6)  生活環境（ 環境基準の確認と 異状時の迅速な 対応）  

本市で は、 河川の水質、 悪臭及び自動車常時騒音に 関し て 定期的に 環境調

査を 実施し 、 環境基準を 満た し て い る か確認し て い ま す。 こ のよ う な 取組は、

地域住民の生活環境を 守り 、 持続可能な 社会の基盤を 築く た めに 不可欠で す。

ま た 、 滋賀県がＰ Ｍ 2. 5 や光化学ス モ ッ グ の注意報等を 発令し た 際に は、 速

やかに 関係部署を 通じ て 住民に 注意喚起を 行い 、 健康被害の予防に 努めて い

ま す。  

今後は、 環境基準の確認と 同時に 、 有機フ ッ 素化合物のう ち Ｐ Ｆ Ａ Ｓ な ど

新た な 化学物質に よ る 汚染リ ス ク への対応力も 高める こ と が求めら れま す。

市と 県、 関係機関が緊密に 連携し 、 異状が発生し た 際に 迅速かつ 効果的に 対

応で き る 体制を 整備す る こ と で 、 地域住民の安全と 健康を 確保し 、 持続可能

な 生活環境を 維持する こ と が必要と な り ま す。  

 

 

図 ２ －５  基盤と し て の安全に 関する 法令、 市条例 
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２  経済面の現状と 課題 

経済面で は、 ①地域資源を 活用し た 持続可能な 事業の創出、 ②市外で の消費や

エ ネ ルギー代金に よ る 資金流出の抑制、 ③持続可能な 農林水産業の振興の三つ の

主要課題があ り ま す。  

( 1)  地域産業（ 地域資源を 活用し た 持続可能な 事業の創出）  

本市は中部圏と 近畿圏の中間に 位置し 、 基幹道路網の整備に よ っ て 電気機

器やＩ Ｔ 関連の工場が集積し 、 製造業を 中心に 地域雇用を 拡大し て き ま し た 。  

こ れから の地域産業は、 国が掲げる 2050 年カ ーボン ニ ュ ート ラ ルの目標を

実現する た めの「 グリ ー ン 成長戦略」 や「 ネ イ チ ャ ー ポ ジ テ ィ ブ 経済移行戦

略」 に 対応す る た め、 更な る 変革が求めら れて い ま す 。 今後は、 森林、 農地、

自然エ ネ ルギ ー、 歴史文化資本と い っ た 地域固有の資源を 活用し 、 新た な 事

業を 創出する こ と によ り 、 地域内の経済循環を 促進し 、 持続可能な 地域経済

を 構築す る こ と が求めら れま す。 ま た 、 中小企業庁が策定し た 「 地域課題解

決事業推進に 向け た 基本指針」 に 基づ き 、 本市で も 環境に 関連する 社会課題

を 解決する 「 ロ ーカ ル・ ゼブ ラ 企業」 の創出と 育成が重要で す。 こ れに よ り 、

多様な 地域産業の発展と 新た な 雇用の創出が期待さ れま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２ －６  産業別従業者数（ 令和３ 年（ 2021 年））  

資料： 令和３ 年( 2021 年) 経済セ ン サス －活動調査  
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( 2)  経済循環（ 市外で の消費、 エ ネ ルギー代金に よ る 資金流出の抑制）  

令和２ 年度（ 2020 年度）、 本市で は生産・ 販売で 4, 976 億円の付加価値が

生み出さ れま し た が、 買い物や観光な ど の消費で 821 億円、 さ ら に エ ネ ルギ

ー代金と し て 201 億円が市外へ流出し て い ま す。 こ のよ う な 資金の流出を 抑

制す る た めに は、 地域資源を 活用し た 産業の活性化や、 再生可能エ ネ ルギー

の導入、 省エ ネ ルギーの推進が必要で す。  

本市で は、 市民レ ベ ルで 再生可能エ ネ ルギー の導入に取り 組める よ う 、 住

宅に お け る 太陽光発電シ ス テ ム等の設置を 奨励する 制度も 設け て い ま す。 令

和５ 年度（ 2023 年度） 末時点で 、 1, 817 戸に 9, 515 キロ ワ ッ ト の太陽光発電

シ ス テ ムが同制度を 活用し て 導入さ れま し た 。 住宅以外も 含める と 、 令和５

年 12 月末時点で 市内に は合計 132, 401 キロ ワッ ト （ う ち 10 キロ ワッ ト 以上

の規模は 107, 268 キロ ワ ッ ト ） の太陽光発電が設置さ れ、 県内で も ト ッ プ ク

ラ ス の発電電力量を 誇っ て い ま す 。 ま た 、 市内の家庭な ど から 出た 廃食油か

ら バイ オ ディ ーゼル燃料（ Ｂ Ｄ Ｆ ） を 製造し 活用する た めに 、「 あ い と う エ コ

プ ラ ザ菜の花館」 で の取組も 進めて い ま す 。 こ のよ う に 、 本市で は多角的に

再生可能エ ネ ルギ ーの普及を 推進し て い ま すが、 更な る 普及拡大が求めら れ

て い ま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２ －７  地域経済循環図 ( 令和２ 年（ 2020 年）  

資料： 環境省、 株式会社価値総合研究所 
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( 3)  農林水産業（ 持続可能な 農林水産業の振興）  

本市は、 近畿地方最大の耕地面積（ 8, 300 ヘ ク タ ール） を 誇り 、 整備さ れ

た 農地で 米に 麦や大豆を 組み合わせた 土地利用型農業が行われて い ま す。 こ

れら の農地のう ち 約 2, 080 ヘ ク タ ールで は、 農薬や化学肥料の使用量を 削減

す る な ど 環境への負荷を 削減し た 「 環境こ だ わり 農産物」 が生産さ れて い ま

す 。 こ れは、 農業生産と 生物多様性の両立に つ な がり 農産物の高付加価値化

に も 寄与する 取組で す 。 し かし 、 農業分野で は、 農産物価格の下落や農業従

事者の高齢化、 後継者不足が進行し 、 こ れに 伴う 離農な ど に よ っ て 耕作放棄

地が増加傾向に あ り 、 今後の農業情勢の変化に 対応で き る 持続可能な 農地管

理と 農業の在り 方が重要な 課題と な っ て い ま す。  

本市の森林面積は 21, 808 ヘ ク タ ール（ う ち 国有林 680 ヘク タ ール） で 、

人工林率は約 34 パーセ ン ト と 、 滋賀県全体の人工林率（ 42 パーセ ン ト ） と

の比較で は若干低い状況で す 。 市内の森林の多く は永源寺、 愛東及び湖東地

区の鈴鹿山脈に 存在し 、 湖東平野を 潤す重要な 水源と し て の役割を 担っ て い

ま す 。 従来、 森林は薪な ど の調達の場と し て 、 ま た 、 林業や製炭な ど の生業

の場と し て 資源利用さ れて き た こ と で 植生の好循環が生ま れ、 多様な 森林が

維持さ れて き ま し た 。 と こ ろ が、 近年森林・ 林業を 取り 巻く 状況は、 生活様

式の変化、 木材需要の低迷や価格の下落な ど 、 森林経営を 行う 上で 厳し い 状

況が長期に わた っ て 続き 、 手入れが行き 届い て い な い 森林が増加す る と と も

に 、 ニ ホ ン ジ カ な ど の過採食に よ っ て 下層植生の衰退も 見ら れま す 。 こ のよ

う な 状況に 対し 、 森林を 生産の場と し て 捉え る のみな ら ず、 生物多様性の保

全、 土砂流出の防止、 水源かん 養、 CO２ の吸収等の多面的機能を 発揮す る 場

と 捉え 、 保全活用を 図る こ と が課題と な っ て い ま す。  

琵琶湖に 面する 能登川地区や愛知川を はじ めと す る 市内の河川で は、 昔か

ら 淡水漁業が行われて き ま し た が、 平成 30 年（ 2018 年） の漁業セ ン サス に

よ れば、 漁業就業者は 19 人、 専業の自営漁業者は８ 人に ま で 減少し て い ま す。

ま た 、 愛知川に は二つ の漁業協同組合があ り 様々な 活動を 実施さ れて い ま す

が、 上流域の森林から の土砂流入や河床環境の悪化、 濁水の長期化な ど 愛知

川の環境が悪化し て き て い ま す。 こ のよ う な 現状は、 水域の生態系管理や環

境保全の視点から も 課題と な っ て い ま す。  

農林水産業は縮小傾向に あ り 、 後継者不足も 深刻化し て い ま すが、 一方で 、

経営の多角化や法人化な ど の新た な 動き も 始ま っ て い ま す 。 ま た 、 令和２ 年

度（ 2020 年度） の市内純移輸出額を 見る と 、 と り わけ農業は市外から 資金を
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獲得し て い る 強みを 持つ 産業で あ る こ と が確認さ れて い ま す。 し た がっ て 、

地域の経済と 環境の持続可能性を 支え る 上で は、 農林水産業を 活性化し 次世

代に 引き 継い で い く こ と が重要と な り ま す。  
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３  社会面の現状と 課題 

社会面で は、 ①人口減少、 超高齢化、 少人数世帯化の対策、 ②歴史・ 文化資本

の継承と 活用、 ③地域活動の維持、 人と 人のつ な がり の創出の三つ の主要課題が

あ り ま す。  

( 1)  人口、 世帯数（ 人口減少、 超高齢化、 少人数世帯化の対策）  

本市で は、 令和６ 年（ 2024 年） ９ 月時点で 人口が 111, 503 人、 世帯数が

47, 422 世帯と な っ て いま す。 人口は平成 17 年（ 2005 年） を ピ ーク に減少を

続け て お り 、 こ の傾向は今後も 続く と 予測さ れて い ま す。 特に 注目すべき は、

高齢者（ 65 歳以上） の割合が増加し て い る 点で あ り 、 令和２ 年（ 2020 年）

に は全人口の 27. 2 パーセ ン ト を 占めて いま し た が、 令和 12 年（ 2030 年） に

は 29. 8 パーセ ン ト に 達する と 見込ま れて い ま す。 ま た 、 １ 世帯当た り の人数

は平成 12 年（ 2000 年） の 3. 27 人から 令和２ 年（ 2020 年） に は 2. 59 人に

減少し て お り 、 世帯規模の縮小が顕著で す 。 こ のよ う な 状況は、 環境や経済

に も 多岐に わた る 影響を 及ぼすと 考え ら れる こ と から 、 人口減少や超高齢化

及び 少人数世帯化に 対応し た 持続可能な 社会を 実現す る こ と が求めら れま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２ －８  人口・ １ 世帯当た り の人数 

資料： 令和２ 年（ 2020 年） ま で は国勢調査、 令和７ 年（ 2025 年） 以降は人口ビ ジ ョ ン   
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( 2)  歴史・ 文化（ 歴史・ 文化資本の継承と 活用）  

滋賀県で は、 琵琶湖を 囲む山々と 豊かな 自然環境の中で 、 深い 歴史と 文化

が受け 継がれて き ま し た 。 中で も 、 本市は古代から 現代に 至る ま で 多彩な 歴

史文化が育ま れて き た 地域で す。  

と り わけ 、 鈴鹿の森を 源と する 愛知川や日野川の水が人々の生活を 支え る

中で 本市の歴史文化が生み出さ れて き た こ と から 、 森と 水の関わり が非常に

重要で あ っ た と 言え ま す。  

例え ば 、 奥永源寺 の 森から 全 国各地に 広 がっ た と さ れる 木 地 師は、 轆 轤

（ ろ く ろ ） 技術を 用い て 木材を 加工し 、 日本のも のづ く り に 大き く 関わっ た

と さ れま す。 奥永源寺の森は、（ 一社） 日本森林学会から 令和元年（ 2019 年）

に 、 林業遺産「 木地師文化発祥の地 東近江市小椋谷」 に 認定さ れて いま す。  

ほかに も 鈴鹿の森に は、 約１ 万３ 千年前に 作ら れた 国内最古級の土偶が出

土し た 相谷熊原遺跡や、 愛知川沿い に 建つ 中世以来の古刹で あ る 臨済宗大本

山永源寺な ど 、 本市を 代表する 歴史文化遺産が数多く 見ら れま す。  

平野部で は、 河川水が伏流する こ と から 、 と り わけ 愛知川の中流域は農業

用水の確保に 苦労し た こ と も あ っ て 、 近江と 伊勢を つ な ぐ 山越え の街道を 通

っ て 商人た ち が活躍し ま し た 。  

さ ら に、 愛知川河口周辺で は、 約 200 年前に彦根藩の新田開発によ っ て 栗

見新田の集落が開かれる な ど 、 水源から 河口ま で 水の流れが連綿と 途切れる

こ と がな い よ う に 、 人々の暮ら し と そ こ から 紡ぎ 出さ れる 豊かな 歴史文化も

育ま れ続けて いま す。  

こ のよ う に 、 山から の湧き 水や琵琶湖の水を 生活の中に 巧みに 取り 入れ、

水を 汚さ な い よ う に工夫し な がら 生活を 営む中で 生み出さ れて き た 歴史的魅

力と 特色が文化庁によ り 日本遺産「 琵琶湖と そ の水辺景観‐ 祈り と 暮ら し の

水遺産‐ 」 に も 認定さ れて い ま す。  

本 市 の 歴 史 文 化 の 豊 か さ は 、 文 化 財 の 数 に も 表 れ て い ま す 。 令 和 ６ 年

（ 2024 年） ５ 月現在、 国指定等文化財 174 件、 県指定等文化財 47 件、 市指

定文化財 207 件が存在し ま す。  

し かし 、 近年の地球温暖化な ど 自然環境の変化に 加え 人口減少や生活様式

の変化に よ っ て 、 歴史文化を 継承し て い く 社会的環境も 大き く 変わり つ つ あ

り ま す。  

今後、 歴史・ 文化資本を 貴重な 地域資源と し て 次世代に 継承し 活用す る 取

組が必要で あ る と 考え ま す。   
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( 3)  コ ミ ュ ニ テ ィ （ 地域活動の維持、 人と 人のつ な がり の創出）  

本市で は、 地域自治組織と し て 405 の自治会（ 令和５ 年度末現在） と 14 の

ま ち づ く り 協議会が設置さ れて お り 、 こ れら の組織が地域課題の解決や、 地

域の特性を い かし た ま ち づ く り を 推進し て い ま す。 各ま ち づく り 協議会は、

地域住民が集う コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン タ ー を 管理し 、 住民同士が支え 合う 活動の

拠点と し て 重要な 役割を 果た し て い ま す。 こ のよ う な 地域活動は、 住民間の

つ な がり を 強化し 、 地域の一体感を 醸成す る 上で 大き な 役割を 果た し て い ま

す。  

近畿最大の耕地面積を 有す る 農村地域で は「 農村ま る ご と 保全向上対策」

と し て 、 令和６ 年度に は 150 の組織が地域ぐ る みで 農地や農業用水の保全管

理活動に 取り 組ん で い ま す。 こ の取組は、 地域住民が一体と な っ て 農業・ 農

村の有す る 多面的機能の維持・ 発揮を 図る 活動と し て 、 地域の連携と 協力の

精神を 育む上で 重要な 役割を 担っ て いま す。  

し かし な がら 、 人口減少や超高齢化に よ り 、 地域活動の担い 手確保や若年

層の参加促進が課題と な っ て い ま す。 今後、 地域の個性を い かし た ま ち づ く

り を さ ら に 推進す る た めに は、 自治会や各種団体、 Ｎ Ｐ Ｏ な ど 多様な 主体が

協力し 、 地域活動を 活性化さ せる こ と が重要で す。 ま た 、 地域共同管理の担

い 手を 育成す る た めに は、 他分野と の連携やコ ーディ ネ ー タ ー の配置、 資金

調達、 進捗管理な ど を 含む推進体制の構築が求めら れて いま す。  
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４  課題の複合性 

本市が抱え る 課題は、 環境、 経済、 社会が密接に 関連し 、 複合的かつ 深刻

な 危機と し て 現れて い ま す。  

例え ば、 人口減少、 超高齢化は、 地域の担い 手不足に直結し て お り 、 農地

や森林、 河川な ど の適切な 管理が困難と な り 、 人の手が入っ て 保全さ れて き

た 本市の自然環境の荒廃に つ な がる お そ れがあ り ま す 。 ま た 、 公共交通の維

持が困難と な り 、 環境に やさ し い 移動手段が選択で き な く な る 可能性も あ り

ま す 。 少人数世帯化は、 １ 人当た り のエ ネ ルギ ー消費量や家庭ご み排出量を

増加さ せる と の報告も あ り ま す。 労働人口も 減少する た め、 地域経済の縮小

や公共サービ ス の維持に 深刻な 影響を 及ぼし 、 持続可能な 社会を 実現する た

めの基盤を も 脅かし て い ま す。  

地球温暖化や気候変動の影響は、 農業や水資源、 生態系に 深刻な 影響を 及

ぼし て い ま す 。 具体的に は、 水稲の高温障害や害虫被害の増加、 記録的な 豪

雨や大型台風の頻発が農業基盤を 脅かし て お り 、 河川や湖沼の水温上昇がビ

ワ マ ス やア ユ な ど の水産資源に 悪影響を 及ぼし て い ま す。 ま た 、 動植物の生

息域が変化す る な ど 、 生態系全体への影響が広がっ て お り 、 生態系の保全と

回復を 含む包括的な 適応策が急務で す。  

ま た 、 エ ネ ルギ ー価格の高騰や食料自給率の低下は、 食料やエ ネ ルギ ー 安

全保障の重要性を 浮き 彫り に し て い ま す。 こ のよ う な 課題に 対応す る た めに

も 、 再生可能エ ネ ルギ ー の導入拡大や地産地消の推進を 通じ 、 エ ネ ルギー・

食料の自給力向上が求めら れま す。  

環境政策の推進に 当た っ て は、 環境、 経済、 社会の課題を 個別に 捉え る の

で はな く 、 統合的な 視点で 複合的かつ多面的に 対処する 必要があ り ま す。  
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５  住民・ 事業者意向の現状と 課題 
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１  目指す将来像 

本市は、 気候変動に よ る 生態系や農林水産業への影響、 エ ネ ルギ ーや食料

安全保障、 さ ら に 人口減少と 超高齢化に よ る 地域コ ミ ュ ニ テ ィ や経済の弱体

化な ど 深刻な 危機に直面し て い ま す。 環境、 経済、 社会の構造が急激に 変化

す る 中、 こ れら の危機に 対応し 、 持続可能な 社会を 実現す る た めに は、 統合

的で 多面的な 施策が必要で す。  

こ のよ う な 背景を 踏ま え 、 本市の森里川湖と そ のつ な がり がも た ら す 豊か

な 恵みを 大切に 守り 育て 、 持続可能な 社会の構築を 目指し ま す 。 ま た 、 こ れ

ら の地域資源が有する サービ ス や機能を 最大限に い かすこ と に よ り 、 市民が

豊かで 充実し た 暮ら し を 送れる ま ち を 目指し ま す。   

気候変動に 対応する た め、 カ ー ボン ニ ュ ート ラ ル社会の実現に 向け た 取組

を 進める と と も に 、 気候変動の影響に 適応し た 防災・ 減災に 資する 取組を 推

進し 、 安全安心な ま ち を 目指し ま す。   

こ れら の取組と 同時に 、 生物多様性の保全と 回復を 促進し 、 将来世代に 豊

かな 自然環境と 持続可能な ま ち を 引き 継ぎ ま す。   

さ ら に 、 琵琶湖流域を はじ めと し た 様々な 地域やそ こ に 所在する 企業等へ

自然資本や生態系サー ビ ス な ど を 提供する 一方で 、 資金や人材の供給を 受け

る こ と で 、 地域間の循環共生も 目指し て い き ま す。  

こ れら の取組を 通じ て 、 自然と 調和し 、 質の高い 暮ら し を 実感で き る 、 持

続可能な ま ち を 目指し ま す。  

 

 

 

 

 

 

  

森里川湖の恵みを 共に 育み未来へつ な ぐ 、  

質の高い暮ら し を 実感で き る 循環共生のま ち  
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( 1)  環境面の将来像 

森里川湖と 共に 生き る 社会を 目指し 、 市民が日常的に自然の豊かさ を 感じ

ら れる 取組が進ん で い ま す。 市民の暮ら し が、 結果と し て カ ー ボ ン ニ ュ ート

ラ ルの実現に つ な がる よ う 、 再生可能エ ネ ルギ ー利用シ ス テ ムの導入、 家庭

で の省エ ネ ルギー 対策が進ん で お り 、 エ ネ ルギ ー自給力が向上し 、 災害への

備え も 強化さ れて いま す 。 ま た 、 日常の移動で はク リ ーン エ ネ ルギ ー自動車

や自転車が使われ、 公共交通の充実やカ ー シ ェ ア ・ 自転車シ ェ ア の活用が広

がり 、 移動に 伴う CO₂ 排出が削減さ れて い ま す。   

地産地消の考え 方も 定着し 、 地元で 生産さ れた 米、 麦、 大豆を はじ め新鮮

な 野菜や果物が日常的に 食卓を 彩っ て い ま す 。 家庭菜園や市民農園が広がり 、

地元産の木材を 使っ た 家具の利用やリ フ ォ ーム、 Ｄ Ｉ Ｙ も 普及し 、 地域の農

地や森林の持続可能な 管理が進ん で い ま す 。 清流を 取り 戻し た 愛知川な ど の

河川に は、 川に 親し む人々の姿があ り 、 ア ユを はじ めと し た 湖魚を 食べる 機

会も 増え ま し た 。 地元の生産者や職人と のつ な がり が強ま り 、 直売所や朝市

も 盛んに 開催さ れ、 市民は地域と の関わり を 感じ な がら 暮ら し て い ま す。 事

業者も 森里川湖の自然環境の恩恵の下に 事業活動が継続で き る こ と を 理解し 、

そ れら の保全に寄与する 様々な 取組を 進めて い ま す。   

働き 方も 多様化し 、 リ モ ー ト ワ ーク やコ ワ ー キン グ ス ペ ース の利用が進む

こ と で 、 ワ ー ク ・ ラ イ フ ・ バラ ン ス が実現し 、 心身の健康が保た れて い ま す。

市民は仕事の合間に自然に 触れ、 森や川を 楽し むこ と で リ フ レ ッ シ ュ し て い

ま す 。 ま た 、 サー キュ ラ ーエ コ ノ ミ ー を 推進す る 中で 、 ア ッ プ サイ ク ルやリ

サイ ク ル、 リ ユー ス が広ま り 、 農産物の廃棄物が堆肥な ど に 活用さ れる 仕組

みも 拡大し て い ま す。 木製品の修理やリ メ イ ク も 進み、 地域内で の資源の循

環が促進さ れ、 環境負荷が軽減さ れて い ま す。 さ ら に 、 地域資源を 活用し た

ビ ジ ネ ス チ ャ ン ス も 広がり つつあ り ま す。   

こ れら の取組を 通じ て 、 市民が自然の中で 豊かさ を 感じ 、 環境に 配慮し た

暮ら し と 働き 方を 楽し む社会が実現し て い ま す 。 自然を 守り な がら 、 エ ネ ル

ギ ー と 資源を 無駄な く 使い 、 地域全体で の持続可能な 発展を 目指す こ と で 、

市民一人一人が「 環境と 共に 生き る 喜び」 を 日々実感で き る よ う に な っ て い

ま す。  
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( 2)  経済面の将来像 

カ ーボ ン ニ ュ ー ト ラ ル、 ネ イ チ ャ ー ポ ジ テ ィ ブ 、 サーキ ュ ラ ーエ コ ノ ミ ー

の実現を 基盤に 、 市民が豊かさ を 実感で き る 生活と 働き 方を 支え て い ま す。

市民は再生可能エ ネ ルギ ーの活用や省エ ネ ルギ ー対策を 進め、 家庭や地域で

のエ ネ ルギー 自給力を 高めて い ま す。 こ れに よ り 、 電気代の削減や災害時の

備え が強化さ れ、 環境への負荷が低減し て い ま す。 ま た 、 エ コ ツ ー リ ズムの

普及に よ り 地域で 資金を 循環さ せな がら 地域資源が保全活用さ れて い ま す。

地産地消も 進展し 、 地元産の農産物や木材を い かし た 製品が日常生活に 取り

入れら れる こ と で 、 地域内で の経済循環が促進さ れ、 外部への資金流出が抑

え ら れて いま す。   

企業活動に お い て も 、 カ ー ボ ン ニ ュ ート ラ ルを 目指し 、 再生可能エ ネ ルギ

ー の導入や省エ ネ ルギ ー 技術を 積極的に 採用し て い ま す。 こ れに よ り 、 エ ネ

ルギ ー消費を 抑え つつ 、 持続可能な 成長を 実現し て い ま す 。 さ ら に 、 ネ イ チ

ャ ー ポ ジ テ ィ ブ の観点から 、 企業は地域の自然資本を 活用し 、 生態系の回復

や保全に も 取り 組んで い ま す 。 農地、 森林、 河川な ど の環境保全を 通じ て 、

生物多様性を 守り つつ 、 持続可能な 経済活動を 推進し て い ま す 。 ま た 、 廃棄

物のア ッ プ サイ ク ルやリ サイ ク ル、 製品のリ ユ ース も 進め、 資源の効率的活

用と 廃棄物削減に 貢献し て い ま す。   

地域資源を 活用し た 「 ロ ー カ ル・ ゼブ ラ 企業」 も 地域経済の重要な 役割を

担っ て い ま す 。 こ れら の企業は、 地域の環境保全や課題解決に 取り 組みな が

ら 、 持続可能な ビ ジ ネ ス モ デルを 構築し 、 地域内で の雇用を 創出し て い ま す。

木材や農産物を 原料と し た 製品開発や、 地域観光と 環境教育を 結び つ け た サ

ー ビ ス 提供を 通じ て 、 地域内外から の新た な 需要を 取込み、 経済の多様化を

進めて い ま す。   

農林業分野で は、 環境への配慮と Ｉ Ｃ Ｔ やＡ Ｉ を 活用し た ス マ ー ト 化を 基

盤に 持続可能性と 生産性向上を 達成し て い ま す 。 地産地消の推進と エ コ ツ ー

リ ズ ムな ど 新た な ビ ジ ネ ス モ デルの構築は、 地域経済を 活性化し 、 安定し た

食料供給体制に 寄与し て い ま す。 そ のほかに も 、 間伐材を 活用し た 木製品や

バイ オ マ ス エ ネ ルギー の供給が地域経済の循環と 環境保全を 両立す る な ど 、

農林業は CO₂ 削減や自然環境の保全に 貢献し 、 地域の経済基盤を 支え て い ま

す。   

こ う し た 取組に よ り 、 市民と 事業者が協力し 、 自然と 調和し た 豊かな 生活

と 持続可能な 経済が実現し て いま す。  
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( 3)  社会面の将来像 

人口減少社会に お い て も 市民が豊かさ を 実感で き る 暮ら し と 働き 方が実現

さ れて い ま す 。 超高齢化に 対応し た 交通サービ ス の充実や地域の支え 合い に

よ り 、 高齢者を 含む全て の住民が安心し て 暮ら せる 環境が整備さ れ、 住民同

士のつ な がり が深ま る こ と で 地域の一体感が醸成さ れ、 相互支援が活発に な

っ て い ま す。 市民は、 森里川湖の自然資源を 活用し 、 エ コ ツ ー リ ズ ムや農林

水産業な ど を 通じ て 自然と 触れ合い な がら 暮ら し 、 地域の自然や伝統文化を

再認識し 、 そ れを 守り 育て る 活動に 参加す る こ と で 地域と のつ な がり を 深め

て い ま す 。 こ う し た 活動に よ り 、 市民同士の交流が増え 、 地域コ ミ ュ ニ テ ィ

が再生さ れ、 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン タ ーやま ち づ く り 協議会が地域課題の解決や

文化資源の活用を 進め、 地域全体で 豊かな 生活環境が保た れて い ま す。   

農林水産業を はじ めと する 地域産業の多様化が進み、 市民は複数の生業を

持つ こ と で 経済的な 安定を 図り な がら 、 地域内で の働き 方を 選択で き ま す。

農林水産業が有す る 多面的な 機能に つ い て 、 エ コ ツ ア ーな ど を 通じ て 、 評価

し 共有す る 取組が積極的に 進めら れて い ま す。 教育や地域イ ベ ン ト に お い て

も 、 そ のよ う な 価値観を 背景に、 次世代の担い 手育成が推進さ れて いま す。  

リ モ ー ト ワ ーク の普及や地域のコ ワ ーキン グ ス ペ ー ス の整備に よ り 、 自然

の中で 仕事と 生活のバラ ン ス を 保つ 働き 方が実現さ れ、 都市部から の移住者

も 増え 、 地域の活性化に 寄与し ま す。 市民と 事業者、 行政が協力し 、 エ ネ ル

ギ ー 自給力の向上や廃棄物の削減に 取り 組むこ と で 、 カ ーボ ン ニ ュ ート ラ ル、

ネ イ チ ャ ーポ ジ テ ィ ブ 、 サー キュ ラ ー エ コ ノ ミ ーを 実現し 、 地域経済と 環境

保全の両立を 図っ て い ま す。 ま た 、 自然環境保全活動やエ コ ツ ーリ ズムの推

進に よ り 、 生物多様性の保全と 自然の再興を 目指し て い ま す。   

コ ミ ュ ニ テ ィ は、 地域住民の協力に よ っ て 維持さ れ、 特に 高齢者を 含む世

代間の交流が盛ん で す 。 若者も 地域の活動に 積極的に 参加し 、 地域を 支え る

担い 手と し て 成長し 、 世代を 超え た コ ミ ュ ニ テ ィ が形成さ れて い ま す。 ま ち

づ く り 協議会やＮ Ｐ Ｏ が活動のコ ーデ ィ ネ ート 役と な り 、 住民同士の協力を

促進し 、 地域の課題解決に 向け た 取組が進めら れて い ま す 。 こ う し て 、 自然

と 共生し 、 持続可能な 社会が実現する 中で 、 市民は日常の暮ら し の中で 自然

の恵みを 感じ 、 地域と のつ な がり を 楽し みな がら 未来に 向け て 地域の魅力を

育んで い ま す。  
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